
土木建築委員会会議記録

土木建築委員長 後藤 政義

１ 日 時

平成２６年９月１２日（金） 午後１時０９分から

午後３時３５分まで

２ 場 所

第１委員会室

３ 出席した委員の氏名

後藤政義、毛利正徳、桜木博、藤田正道、江藤清志、荒金信生、河野成司

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係の職・氏名

土木建築部長 進秀人 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第８６号議案及び第９９号議案について、原案のとおり可決すべきものと全会一致

をもって決定した。

（２）長期総合計画の実施状況について、おおいた土木未来（ときめき）プラン２００５

の取り組み状況について及び公社等外郭団体の経営状況等についてなど、執行部から

報告を受けた。

（３）閉会中の継続調査について、所定の手続をとることとした。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 主任 木付浩介

政策調査課調査広報班 主査 飯田聖子



土木建築委員会次第

日時：平成２６年９月１２日（金）１３：００～

場所：第１委員会室

１ 開 会

２ 土木建築部関係 １３：００～１５：３０

（１）付託案件の審査

第 ８６号議案 平成２６年度大分県港湾施設整備事業特別会計補正予算（第１

号）

第 ９９号議案 海岸の占用料等及び海底の土地の使用料等の徴収に関する条例の

一部改正について

（２）諸般の報告

①長期総合計画の実施状況について

②おおいた土木未来プラン２００５の取り組み状況について
と き め き

③公社等外郭団体の経営状況等について

④緊急雇用創出事業（地域人づくり事業）について

⑤大分県海岸保全基本計画の改定について

⑥大分都市圏パーソントリップ調査の結果について

⑦土砂災害対策について

（３）その他

３ 協議事項 １５：３０～１５：３５

（１）閉会中の継続調査について

（２）その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

後藤委員長 ただいまから、委員会を開催します。

では、さっそく審査に入ります。

本日審査をいただく案件は、今回付託を受けました議案２件であります。

この際、これらを一括議題とし、これより審査に入ります。

まず、第８６号議案平成２６年度大分県港湾施設整備事業特別会計補正予算（第１号）

について、執行部の説明を求めます。

進土木建築部長 第８６号議案平成２６年度大分県港湾施設整備事業特別会計補正予算

（第１号）の総括的な内容につきまして、ご説明いたします。

お手元の土木建築委員会資料の１ページをお開き願います。

平成２６年度９月補正予算説明資料でございます。

まず、今回の土木建築部に係る補正予算額ですが、１の補正予算額の表の中ほど、内訳

の土木建築部の欄の一番下に記載しておりますとおり、特別会計につきまして、港湾施設

整備事業特別会計で３千万円の増額をお願いするものでございます。

次にその下の表の２、土木建築部の平成２６年度予算の区分欄、特別会計の一番下をご

らんください。

港湾施設整備事業特別会計の既決予算額１７億６，０６９万９千円に対し、今回の補正

予算額３千万円を増額しますと、その右の計の欄にありますとおり、補正後の歳出予算総

額は１７億９，０６９万９千円となります。

今回の補正の内容についてでございますが、先月の７日に佐伯市内にバイオマス発電所

の建設が表明され、佐伯港では、このバイオマス発電の燃料となりますヤシ殻の陸揚げと

ストックが予定されております。このため、埠頭用地として港湾施設の拡充に向けた事前

調査を行うための調査費を追加させていただくものでございます。

以上をもちまして、総括的な説明を終わらせていただきます。

詳細につきましては、関係課長からご説明いたしますので、審議のほどよろしくお願い

いたします。

渡邉港湾課長 港湾課関係分の補正予算についてご説明いたします。

予算に関する説明書は３１ページでございますが、説明については委員会資料で行いま

すので、資料の２ページをお開きください。

事業の内容でございますが、右下図②の黒の点線で囲っている場所の佐伯港女島地区で、

本年３月２８日に九州でも数少ない水深１４メートル岸壁と貨物の保管施設である約２万

平方メートルの野積み場を供用開始いたしました。

供用開始と同時に、最近、好調な伸びを示している中国、韓国向けの原木の輸出で利用

があり、今後も継続利用が見込まれています。

また、左上の図①に示すとおり、先月７日に佐伯市の太平洋セメント大分工場佐伯プラ

ント内に、出力５万キロワットで平成２８年秋に稼働予定のバイオマス発電施設の建設計

画が発表され、その発電所で使用する燃料のヤシ殻を佐伯港で陸揚げすることが予定され
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ています。

このように、今後、佐伯港の取り扱い貨物量の増加が想定されることから、それに対応

できるよう港湾施設拡充の検討が必要になっております。

そこで、埠頭用地拡大に向けての事前調査のため、図②で調査箇所と示している水深１

４メートル岸壁・野積み場の背後地、約４万平方メートルの土地の地形測量などの調査費

を追加させていただくものでございます。

以上でございます。

後藤委員長 以上で、説明は終わりました。これより質疑に入ります。

河野委員 今、このバイオマス発電所で必要とするいわゆる原料としてのヤシ殻について

なんですが、どの程度の需要が年間見込まれて、それについてこの佐伯港を利用するヤシ

殻の陸揚げとストック、これで１００％賄われる見通しなのかということについてお伺い

したいんですが。

渡邉港湾課長 今、利用される予定が出力５万キロワットの発電施設ということでござい

まして、ヤシ殻でいえば、年間２５万トンを利用するということでございます。２５万ト

ンを月換算で計算しますと、月１万トンクラスの船で２回から３回入港するという状況で

ございますので、５万キロワット分は佐伯港で陸揚げすることは可能でございます。ただ、

背後地につきましては、現在、今、中国、韓国向けの木材等が利用されておりまして、今、

ほぼ満杯といいますか、大きくスペースをそこで使われているという状況で、今後野積み

場が不足するという状況になってございます。

以上でございます。

河野委員 マイナス１４メートル岸壁のところについて言うと、荷おろしするための大型

クレーン等は上に乗れないという話も現地で聞いたことがあるんですが、今回のヤシ殻は

余り重さがないので、そういった積みおろしに支障はないということでよろしいんでしょ

うか。

渡邉港湾課長 岸壁につきましては、重量物が直接乗ると、やはり支障があるという場所

もございますけれども、それも鉄板を敷くとかすれば、クレーンも設置できないわけでは

ございません。それから、ヤシ殻というのは、そんなに重いものでもございません。それ

を陸揚げするときに支障になるということもございませんので、十分陸揚げは可能でござ

います。

桜木委員 ２５万トンを使うみたいだけども、図で見ますと、黄色のようにヤシ殻を陸路

で運ぶようになっていますね。小さ過ぎて国道か県道かわからんけれども、これは現状の

ままで交通渋滞とかそういうことには支障は来しませんか。

渡邉港湾課長 道路につきましては、一部歩道がないとか、そういう部分はございますけ

ど、２車線道路でずっと改良されておりますので、大型車の通行に支障を来すというもの

でもございませんし、また、大型車といっても、運搬台数、交通量が非常に多いというわ

けではございませんので、通常の交通で処理できると考えております。

桜木委員 計算上は１日何台ぐらい陸路で運ぶの。船なら簡単に何万トンとぼんと持って

いかれるやろうけどね。

渡邉港湾課長 １日に７００トンを運ぶという設定になりますが、７０台が通行するとい

うような形になります。８時間の中で言えば７分に１台というような算定になろうかと思
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います。

後藤委員長 ほかに質疑もないようですので、これより採決をいたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

後藤委員長 ご異議がないので、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第９９号議案海岸の占用料等及び海底の土地の使用料等の徴収に関する条例の一

部改正について、執行部の説明を求めます。

平野河川課長 第９９号議案海岸の占用料等及び海底の土地の使用料等の徴収に関する条

例の一部改正についてご説明いたします。

議案書では５２ページでございますが、説明については委員会資料でさせていただきま

す。資料の３ページをお開きください。

この条例は、１に記載しておりますとおり、海岸法などの許可を受けて海岸や海底の土

地を占用する者や、土砂を採取する者から占用料等を徴収するために必要な事項を定めた

ものでございます。

２の改正理由及び内容としましては、海岸法の改正によって発生した項ずれに伴い、条

例第６条第１項を改正するものでございます。条例の規定は不法占用物の撤去などを県が

行った場合の費用負担について、相手方の支払いが納期限を越えた場合に延滞金を徴収す

るというものでございます。

３の施行期日につきましては、公布の日から施行することとしております。

以上でございます。

後藤委員長 以上で、説明は終わりました。これより質疑に入ります。

何かご質疑ございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

後藤委員長 別に質疑もないようですので、これより採決をいたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

後藤委員長 ご異議がないので、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で付託案件の審査は終わりました。

次に、執行部より報告をしたい旨の申し出がありましたので、これを許します。

進土木建築部長 お手元の資料、大分県長期総合計画の実施状況についてをごらんくださ

い。

これは、大分県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例に基づき、毎年報告して

いるものです。

大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２００５」は、２０政策、５７施策から

構成されており、本報告についても、５７施策ごとに実施状況の評価を行っています。

まず、１ページをお開きください。指標による評価や指標以外の観点からの評価、施策

に対する意見・提言による、総合評価の結果を記載しています。

取り組みの進捗状況について、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階での評価としていますが、全５

７施策のうち、取り組みの進捗が「順調に進んでいる」Ａ評価及び「概ね順調に進んでい

る」Ｂ評価は、５５施策、全体の９６．５％となっています。また、「やや遅れている」
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Ｃ評価は２施策となっています。

次に２ページをお開き願います。指標の達成状況についてですが、一番上の表にありま

すように、「達成」から「著しく不十分」までの４段階の区分としています。

全体１９２指標のうち、「達成」及び「概ね達成」は、表の上から３行目にありますよ

うに、１５６指標、全体の８１．３％となっています。また、「達成不十分」は２６指標、

「著しく不十分」は１０指標となっています。

参考資料として、１６５ページ以降には、政策・施策ごとの平成２５年度の目標値に対

する達成度及び平成２７年度の目標値に対する達成度を一目でわかるようレーダーチャー

ト方式で示していますので、後ほどごらんください。

次に、５ページをお開き願います。

土木建築部に関する政策は、政策欄の上から４番目にあります交通ネットワークの充実

と地域交通対策の推進です。施策については、その右側１番目の広域交通網の整備推進及

び２番目の地域生活交通システムの形成となっております。

この２つの施策については、総合評価でＡ評価としており、着実に取り組みを進めてい

るところですが、それぞれの施策における指標の達成状況についてご説明いたします。

１５０ページをお開き願います。

まず、広域交通網の整備推進の４つの指標についてであります。

ページ中ほどⅡの目標指標の欄にローマ数字のⅰからⅳで記載してあるもののうち、ⅰ

大分市中心部までおおむね６０分で到達できる地域の割合からⅲ大分空港の利用者数の３

指標は、表の中ほど「ｂ／ａ」の欄に記載しているとおり目標達成度が１００％以上でご

ざいますが、ⅳフェリー航路の利用台数については、９０．５％と目標値に届かない状況

となりました。

これは、長引く不況や原油高騰、高速道路の休日割引などによる利用台数の減少が原因

と考えられ、これに対応してフェリー航路活性化緊急対策事業等に取り組んだ結果、目標

値には達していませんが、近年減少傾向であった利用台数が前年度実績７３．２万台を上

回る状況となっています。今後ともフェリー各社や就航先自治体と密に連携をとりながら

利用促進を図ってまいります。

１５２ページをお開き願います。

次に２つ目の施策の地域生活交通システムの形成を推進する４つの指標であります。

Ⅱ目標指標の欄にローマ数字で記載してあるもののうち、ⅰ、ⅱ、ⅳの３指標が目標達

成度１００％となっております。３つ目の指標である渋滞対策が必要な箇所数については、

県道下郡中判田線――下郡のＪＲ操車場を越える橋梁を今やっている箇所ですが、道路改

良工事の２５年度内の完成が困難となったことにより、達成度に影響が生じたものであり

ます。なお、当該箇所は２６年度には供用開始の予定となっていますので２７年度の目標

に対しては、順調に達成する見込みです。

広域交通網の整備推進、地域生活交通システムの形成の２つの施策について目標値がほ

ぼ達成されているのは、厳しい財政状況ではありますが、国等への要望活動や、県事業の

選択と集中等により東九州自動車道などの建設が着実に推進されていること、また、これ

らに接続する道路整備が計画的に進んでいることが主な要因であると考えています。今後

も、長期総合計画の目標の達成に向けて引き続き努力してまいります。
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以上でございます。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

河野委員 一番最後の下郡中判田線の計画の見直し等が必要だったということですが、も

うちょっと説明していただけないですか。

宮﨑都市計画課長 今、下郡中判田線において、ＪＲの操車場を橋梁で高架するというこ

とをやっていますが、ちょうど大分臼杵線との交差点部につきまして、交差点の形状が、

当初、副道を挟んで５車線の計画にしていたところですが、ちょっと交差点の形状を若干

当たりまして、４車線道路の形状に計画を見直しまして、その関係です。（「よくわから

ない、説明が」と言う者あり）

河野委員 その変更の理由を教えていただけないでしょうか。

宮﨑都市計画課長 交通量の解析をしたところ、まだ大分市内の都市計画というか、道路

網がまだ完全にでき上がっていない中で、例えば、庄の原佐野線あたりがまだでき上がっ

ていない中で、大分臼杵線等の交通量がまだ分散しないということで、暫定的な形として

計画を見直したということです。

河野委員 要するに加納西交差点の渋滞解消が、当初予定されていたのがおくれた理由と

いうのが、交差点の改良――今回の下郡中判田線の改良に伴ってそこを５車線で計画して

いたものを、交通量の分散がまだできないから、大分臼杵線の交通量が少なくならないの

で、４車線でいくということですか、ちょっとその辺の理解がよくわからないんですが。

宮﨑都市計画課長 護国神社の下の市道――ＪＲに沿って道路がありますけれども、あれ

がちょうど大分臼杵線のところで交差していまして、昔の計画はその道路を大分臼杵線に

直接接続するような計画だったんですが、変更後は、それを事前に下郡中判田線に合流さ

せてから、大分臼杵線に合流すると。大分臼杵線と下郡中判田線が、十字交差点として機

能するような形に計画を見直したということです。前は、十字交差点に側道がつくような

形の計画だったのが、その分を見直したと。

河野委員 要は明野からおりてくる大分臼杵線と下郡中判田線というのは、立体交差点を

予定していたのが、それが平面交差になるということですか。

宮﨑都市計画課長 平面で４差路、十字交差点なんですけれども、その下郡中判田線の橋

で渡ってきますけど、護国神社のほうから来る道路がありまして、それがちょうど側道と

いう形で一部下郡中判田線と平行して大分臼杵線に合流するという当初計画をしていまし

た。

それでは、いわゆる信号制御上、車の制御が長くなるということで、護国神社のほうか

ら来た道路については、事前に下郡中判田線に一旦合流させてから大分臼杵線に合流させ

るという計画にしたということです。６差路が４差路になった。

河野委員 現場の関係はよくわかるんですが、それがいわゆる供用開始の予定間近になっ

てそういう話になぜなったのかなという部分も教えていただけると。

宮﨑都市計画課長 当然ここでは、見直しが発生しているということで代表的な例をして

いますけれども、実際には、工事の工程で、現道を当たりますので、非常にふくそうする

という形で工事の工程そのものもおくれています。それから、現地は埋設物が出たりして、

そういうこともありまして、結局、丸１年おくれたのは、全部が交通形態の見直しだけで

はございません。当然、交通機関については県警等と協議しながらやってきましたけれど
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も、トータルとして、今回１年おくれたというのは、道路形態の見直しだけではないとい

うふうにご理解いただきたいと思います。

後藤委員長 先ほど護国神社の下から来た路線――市道ですかね、あれが下郡中判田線が

鉄道高架からおりてきますね。おりてきたところに逆に合流させるということですかね。

宮﨑都市計画課長 そういうことです。現地も既に合流するような形で工事に入っており

ます。

後藤委員長 合流をしたときに、下郡中判田線は２車線で渡ってくるわけですよね。２車

線で来たところの１車線のほうに、ランプ的なものをつけて乗り込めるような形をつくっ

ているわけですか。

宮﨑都市計画課長 今、県警とも協議しています。そこに信号機をつけるかどうか、今、

協議中なんですけれども、いわゆる本線に対して合流する形、ランプ的な形で。ただ、大

分臼杵線との交差点と近いので、単純なランプというわけじゃなくて、やっぱりそこに一

旦停止になって信号機をつけるかどうかについては、今、協議中です。

後藤委員長 内容はわかりましたけれども、ちょっと厳しい状況だなというふうに思うん

ですが。

毛利副委員長 渋滞対策が必要な箇所ということで説明いただいたんですけど、この指標

の見方というのは、この今言われているところ以外は、箇所がありますけど、それを除け

ば十分に対策ができているという意味なんですか。

鈴木道路建設課長 渋滞対策が必要な箇所数の考え方ですけれども、これは渋滞が解消す

るという指標ではなくて、渋滞している道路に寄与する道路整備を行った箇所数というこ

とですので、決して解消しているわけではないんですけれども、緩和しているということ

で計上しております。

毛利副委員長 であれば、２７年度までの１０年間で、さらに社会環境やいろんな環境が

変わってきていますから、例えば、今言われるようなことがさらにまたふえてくるのがあ

るんではないかと思うんですけれども、そういったところをどのように見直すというか、

今後取り入れるかという考え方は。

鈴木道路建設課長 渋滞対策につきましては、実は昨年度、国交省と一緒に渋滞箇所数の

見直しというのをしております。そのときは、最近、車の流れを直接観測する技術――プ

ローブ技術が開発されたこともあって、ある１日調査して渋滞しているとか、そういうの

じゃなくて、結構なデータを用いて把握するというようなことをして、適宜見直しをして

おります。

毛利副委員長 わかりました。ただ先般、ラウンドアバウトを随時自治体で取り入れてい

くというようなことで先進的なところもありますけど、この渋滞とそういった政策が今後

大分県にとってどのようになっていくのかという考え方は、これからどのようにお考えな

のか。

鈴木道路建設課長 ラウンドアバウトにつきましては、信号がなくてもいい、普通の平面

交差であるか信号を設けるかどうか悩むようなところ、あるところを信号をなくすことが

できるというものでありまして、導入できる場所は、卓越する交通がないとか、いろいろ

条件もあろうかと思いますけれども、どちらかというと、交通量の小さいほうの信号を廃

止するという目的だと思います。一方で、渋滞対策というのは、信号での処理が追いつか
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ないようなところだと考えております。ラウンドアバウトの導入は、今のところ、大分県

内でできそうなところは余り考えてないんですけれども、渋滞対策につきましては、また

次期長期計画を考える上で重要な指標になろうかと考えております。

毛利副委員長 ぜひ取り組んでください。

江藤委員 今、評価、それから成果あたりの報告を受けましたけれども、高速道路関係で

東九州自動車道に関連する部分の取りつけ部分とか県道改良部分が進んでいるのはわかっ

ているんですよ。そしてまた、これはまだまだ不十分なところもあり、その辺を積極的に

改良していかなきゃならんというのはわかりますけれども、実は私に言わせてもらえば、

それ以外の地域――例えば、来年の９月、１０月は、大分県とＪＲがタイアップしてデス

ティネーションキャンペーンがあり、全国から旅行会社などみんな来るわけなんです。そ

うしたときに、観光地を結ぶ県道あたりや、まだまだおくれておるところがいっぱいある

わけです。

後藤委員長 江藤委員、この今の件についてに絞りたいんで、それはその他の項、その後

の土木未来（ときめき）プランのほうで言っていただければいいかと思います。済みませ

んけれども。

河野委員 この表の見方をもう１回教えてもらいたいんですが、今、渋滞解消が必要な箇

所数が、目標値５に対して実績７で、６０％の達成度という、この式というのはどういう

意味なんですかね。

鈴木道路建設課長 これは２２カ所を５カ所まで減らすということで、それが７カ所まで

しか減らなかったということで、マイナス２で。５に対してマイナス２で、このまま計算

したら、違う数字になっちゃうんですけれども、減らすという指標なのでそういう計算を

しているんです。

河野委員 ２２カ所を５カ所にする目標だったんでしょう。ということは、１７カ所減ら

す目的が減らなかったと、そういう意味でということですね。（「はい」と言う者あり）

後藤委員長 下郡中判田線の途中から合流させるという、信号をつけるかつけないかとい

う話もあっているみたいですけれども、渋滞の緩和策としてつくった道路が――逆に下郡

中判田線に、山手のほうから来る車両の台数って、かなりの台数があると思うんだけれど

も、その辺の台数を含めて、１回、ちょっと詳細に説明をいただきたいと思います。これ

は、きょう急に言っても無理でしょうから、何らかの機会でも結構ですので、かなり逆に

厳しくなるんじゃないかなというふうに思うんですが。今、七歩川のところを、道路を少

し拡張していますね。あれはこの事業とは関連がないんですか。要するに下郡中判田線の

東側、加納西交差点に向かって米良のほうから来たときの右側ですから、東側ですね、明

野側の七歩川のそばを、車道を２メートルから２．５メートルに広げていますよね。それ

は何の関連ですか。

宮﨑都市計画課長 交差点部の改良の関係で、道路の整備の一環としてやっています。

後藤委員長 歩道の部分を縮めてあそこを車道の拡幅をしているということですか。今の

下郡の交差点の関連でやっているということですか、この下郡中判田線の関係で。（「は

い」と言う者あり）はい、わかりました。

後藤委員長 それでは、質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

甲斐土木建築企画課長 おおいた土木未来プラン２００５の取り組み状況についてご報告
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いたします。

委員会資料にお戻りいただき、４ページをお開きください。

このプランは、大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２００５」の実現に向け

た、土木建築部の長期計画でありますが、東日本大震災など社会経済情勢の変化を踏まえ、

新たな課題への取り組みを盛り込もうと平成２３年度に改訂を行ったものでございます。

プランでは、着実に目標達成ができるよう、毎年度フォローアップを行うこととしてお

り、今回は平成２５年度末時点での取り組み状況を取りまとめました。

次の５ページをごらんください。

目標指標ごとの取り組み状況を一覧表にまとめたものでございます。２０項目の目標指

標について、２５年度の目標値に対してどの程度近づいたかを達成率として算定しており

ます。

具体的には、最上段、安心して生活できる県土づくりの一番下の項目の指標であります

県管理道路における法指定通学路の歩道整備率については、県下で約５キロメートルの歩

道等を整備したことから、２５年度の目標に対しまして１０３％の達成率となっています。

全体としては、一番下の総括表に記載しておりますように、２５年度の目標を達成して

いる指標は、２０項目中１６項目であり、本プランはおおむね計画どおり実施されている

と考えております。

なお、別冊にて「おおいた土木未来プラン２００５ 平成２５年度実施状況」をお配り

しておりますので、参考までにごらんください。この冊子は、今後ホームページでも公表

する予定としております。

以上でございます。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

江藤委員 さっきの続きやけどね、来年９月、１０月に大分県下は今観光面で大きなキャ

ンペーンが入っちょるわね。そうしたときに、県都大分市を中心とした関係ある道路は僕

はいいと思っているんです。だいぶ整備ができていると思うんです。多分それに対する地

方の観光地の関連する県道部分が、まだまだ改良する路線が多いわけなんよ。そこは県と

しては、どげえ思うておるか。というのは、私の地元であります、湯布院から九重連山の

原生林や、そして男池あたりをこの前も旅行会社が下見に来たわけ、全県下の観光地を。

そうしたときに、大型バスがなかなか入れんような道路が何カ所かあるわけよ。それをど

うするかと土木に言うたって、うん、わかったとは言いながら、ほたられちょんぐらいの

もんじゃ。改良計画は全然ないわけよ。

だから、それに対して、僕らも毎年、その改良工事をやってくれとは言っておるんです

けど、「銭がねえ、銭がねえ」と、進まん。こういった県道はうちの地域だけでも路線か

らしたらやっぱり何十キロメートルとあるんだけど、全県下から見たら、そういうところ

がいっぱいあるんじゃないかと、こう思っていますので、そこの分はどうでしょう。

確かに、高速道路関係も、東九州自動車道も貫通し、取りつけ道路の改良は大体進んで

いるのはわかる。しかし、その他の、言うなら、観光地あたりの主な幹線県道は、改良が

進んでない箇所が多いわけなんです。それが言いたいんです。だから、１回調査して、そ

してやっぱり計画を立ててほしいんです。来年には間に合わんけれども、将来的に立てる

べきと思うちょるかな。
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鈴木道路建設課長 ご指摘いただいた観光に資する道路でございますけれども、県で今ツ

ーリズムの振興を重視している点については十分承知しておりまして、今後、長期計画、

道路につきましても実は長期計画を策定しております。その今、安心・活力・発展プラン、

あるいは土木未来プランの次期計画の検討をしていくという中で、そのタイミングに合わ

せて道路の長期計画についても改定をしていこうと考えております。

ご指摘のとおり、高速道路関連道路は、これまでは高速道路の整備が進んできたのに合

わせてどうしても整備をしなければならなかったところがあって、重視をしてきておりま

したが、これが一段落したこともありますので、今後は県の政策、例えば、ツーリズムを

支援する道路整備だとか、そういったような政策目的に合った道路を整備していくという

ことも今後の道路の長期計画を考えていく上で重視すべき論点の１つだと考えております。

江藤委員 昔は――もう十五、六年ぐらいになると思うんだけど、観光道路関係の国の補

助金があったわね。これで観光地に対する県道は予算がつきよったわけなんです。１０年

前か十二、三年前からなくなったわけです。だから、そのときに僕がどげえするのかと言

うたら、それは県が責任持って、国の補助金をもらいながら、改良工事をやっていきます

からと言うたまんま、一つも進んでおらん。それがあるわけです。そこもちゃんとしてく

れんと困るわけです。

鈴木道路建設課長 今、国の補助制度は大きく変わっておりまして、実は現在は、今まで

は個別の補助金――この路線をこういうふうに改良したいけど、補助を出すかどうかとい

うことだったんですけれども、近年では、交付金という形で、ばさっともらって、自由に

使うと――自由でもないんですけど、というような交付金制度になっております。そうし

た中で、国はその交付金に目的を求めておりまして、今、優先してつくものは、インター

チェンジや港湾とかのアクセス関連、これは優先して配分されている状態でありますし、

この一、二年は防災とか交通安全といったようなものについて、あるいは施設の老朽化対

策等について、我々の要望額に対して手厚い配分がなされているというような状態であり

ます。

一方で、観光に資する道路、あるいは一般的な改良事業については、我々はかなりの額

を要望しているんですけれども、それに対してかなり査定が厳しいといったような状態に

なっておりまして、どちらかというと、冷遇されているというわけではないんですけれど

も、十分でないという状態になっております。大分県のように道路整備がおくれていると

ころでは、県としてもまだまだいわゆる通常の整備も要るんだということを一生懸命国に

伝えているという状態でございます。

江藤委員 要望しておきますけど、来年、ＪＲと組んでデスティネーションキャンペーン

を９月、１０月にかけて大分県でやるわけです。そうしたときに、観光地の改良工事とい

うのはもう間に合いはせんのだから、カーブとか局部改良部分は、ぜひ要望が上がってき

たら、部長は予算をつけて、即やってほしい。それだけ。もうこれから先は言わん。

毛利副委員長 またちょっと説明願いたいんですけど、１番上の安心して生活できる県道

づくりの土砂災害から守られる人家戸数、これは見ると、達成率は１００％を超していま

すよね。これはどういう意味なんですか。だから、守られているから、もうしなくていい

んだと、じゃないと思うんですよね。もうちょっとこれは説明をお願いします。

後藤砂防課長 おおいた土木未来プランでは、指標として砂防設備をつくりますが、その
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ときに守られる人家戸数を１つの指標としております。これはもととなったのが、平成１

６年度に、これまでの過去の砂防事業より積み上げまして、その時に全体を２万２，２８

１戸といたしまして、それ以降、それぞれの事業における保全人家戸数を積み上げていき

まして、２５年度は計画として累計が２万６，３４２戸ということでございます。

毛利副委員長 その２万２千戸という戸数を選定したわけですよね。それの基準というの

は、大分県全体でしょうか。

後藤砂防課長 大分県全体でこれまでに過去、事業をしたところを拾い出して、そのとき

にそれまでは２万２千戸を守れていると。それからどんどん累計を積み上げていって、こ

の年度にはこれくらいは守るように事業をしていこうと、そういうことで計画を立ててお

ります。

毛利副委員長 その間またふえているということもあるんじゃないんですか。

後藤砂防課長 過去５年間を平均して、何とかできるぎりぎりのところを計画として上げ

ているところです。

毛利副委員長 どういうふうに理解したらいいかなというのがわかりにくかったもんです

から。

荒金委員 鈴木課長がさっき言った道路の関係ね、国の方針に沿ってやれば、交付金はつ

くみたいだけど、観光とか全ていろんなことも含めて、ついてない部分について県費で全

くやってないわけですか。

鈴木道路建設課長 現在は交付金の申請というのは、パッケージを申請するという形にな

っております。今、交付金は２種類、社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金があり

ます。社会資本整備総合交付金が、いわゆる通常の事業に充てられるもので、社会資本整

備総合交付金の中には、そのインターチェンジアクセスとかで、どちらかというと優遇さ

れているパッケージと、その他みたいなパッケージがあります。私どもがやりたい事業は、

インターチェンジアクセスとは言いがたいけれど、やっぱりやるべきだと思う事業はその

他のパッケージとして要望をしておりますので、市町村から要望をいただいたのが全部で

きているわけではないんですけれども、その他のパッケージの中でできるだけの事業をや

っているという状態であります。

そのほか交付金の事業のほかに単独事業がありまして、単独事業で改良をしているもの

もございます。

荒金委員 ということは、国から外れた分については、県の単独事業で積極的にやってい

かないと、さっき江藤さんが言ったような分も含めて、ちょっとあたりたい、ちょっとこ

うしたいというのをあたれないということになるんで、そんなことでは市民の皆さん、困

るでしょう。何年ぐらい前からそんな方向になっているんですか。勉強不足で悪いけど。

亀井道路建設課長 県の道路の単独事業は４０億円ほどございまして、先ほど江藤委員か

らお話がありました男池につながる道路についてなんですけど、九重の別府一の宮線の交

差点から男池に向かう道路に一部カーブが急で、大型バスが回れないようなところがござ

いました。その部分については昨年、県単改良事業で一部改良させていただいたという状

況になっております。

荒金委員 そこら辺のウエートを県で調整しながら、国からの交付金であたる分と、単独

でやる分と、これはやっぱり総合的に県内部で方針を決めておるんじゃないの。
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鈴木道路建設課長 交付金の事業は当然、国費が入ってくるので、だいぶ得ということも

あって、大きい事業については、多くの事業は交付金で行っております。県単独事業は、

どちらかというと、３億円未満といったような事業が多くなっておりまして、あるいは交

付金事業で行う場合は、ほぼきっちり構造令どおりつくるというようなものになりますの

で、条件が緩いとはいっても、きっちり改良するようなもの。ちょこっと改良するような

ものは県単独事業だとか、身近な道改善事業等で対応していくということでございます。

荒金委員 ということは、今の流れからすると、大分県の場合は東九州自動車道、これを

トップに国へずっと要望してきていたな。これが完成して、今年度中に開通できてしまえ

ば、来年度からはどこのプロジェクトをと考えているんですか。というのはそれがないと、

全くその関連部分について国から来ないわけですよね。

鈴木道路建設課長 ご指摘のとおりで、インターチェンジ関連道路は、特に佐伯市内とか

中心的にやってまいりましたので、進んでいると考えております。県の事業、あるいはイ

ンターチェンジ関連といっても、高規格道路の整備が全て終わったわけではございません。

中津日田道路だとか、中九州道の関連、例えば、中九州の関連でもまだまだ整備ができて

いない県道等もありますので、そういったものもやるんですけれども、いずれにいたしま

しても、道路整備予算、過去には５００億円以上あったような年があるものの、今では道

路改良事業は県道、国道合わせても２００億円を切るような状態になっておりまして、パ

イがだいぶ縮んできたという実情もありますので、選択と集中が必要な状態ではあります

けれども、少しずつインター関連から別の目標に向かってシフトしていくものだと、この

ように考えております。

後藤委員長 後藤課長からご説明いただいた土砂災害から守られる人家戸数の中で、計画

時に、平成１６年の計画時に２万２，２８１戸で、目標が４千ぐらいふえているじゃない

ですか。これはどういうわけなんですか。戸数の目標が４千戸ぐらいふえているのは。実

績がもう少しふえて達成が１０２％ということになっているんですけれども、家がどんど

んどんどんふえていったということですか、その事業をしていこうとするところに。

河野委員 計画は改良済み箇所で、１６年の段階というので、要はその現状を書いた。１

６年は現状で、２７年度に２万６，８００戸というのが、一番右にあるのが１０年後の目

標なんです。それを年次目標に割り振って、その年次目標がどの程度達成されてきたかと

いうことです。

後藤委員長 ということは、この事業は急傾斜地崩壊危険区域とか土石流危険渓流とか、

いろいろあるじゃないですか。そういうものの総体的な事業でもってこれだけの戸数を守

れるんだという判断に立ったということですね。

後藤砂防課長 この計算方法というのは、例えば、土石流でございましたら、この辺に人

家が２０戸ありましたら、ダムが完成した時点で２０戸をプラス。そして、急傾斜地崩壊

事業でございましたら、着手時には十何戸とかありましても、その年ごとに５０メートル

いけば３戸守れるとか、そうなるごとにそれぞれプラスしていくという考え方をとってい

ます。

後藤委員長 ほかに質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

安東建設政策課長 土木建築部が所管する公社等外郭団体の経営状況等のうち、公益財団

法人大分県建設技術センターについてご説明いたします。
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議案書では３３８ページでございますが、説明については、青色の冊子、県出資法人等

の経営状況報告概要書の２７ページをお開き願います。

まず、項目２の出資金は、県が２千万円、市町村が１千万円、合計３千万円となってお

ります。昨年との増減はありません。

次に、項目３の事業内容でございます。

まず、社会資本の整備及び県土づくりを担う人材育成に向けた技術・技能の研修等とし

まして、県、市町村、民間を対象とした技術的な実務研修などを実施しております。

次に、技術相談及び積算、品質管理等に係る支援事業としまして、県、市町村が行う工

事の積算や施工監理を受託しております。

そのほか、品質確保に係る各種材料試験や情報化の支援事業などを実施しております。

続いて、項目４の平成２５年度決算状況であります。

正味財産増減計算書の経常収益は、項目３にある各種事業の受託費等の合計で３億９，

８７１万５千円、それに伴う経常費用は３億５９１万９千円となっております。これに当

期経常外増減額マイナス１６万４千円を加えまして、９，２６３万２千円の当期利益を計

上しております。

項目５の問題点及び懸案事項、項目６の対策及び処理状況についてであります。

経営面からは、近年の公共事業予算の減少などに伴って、事業受託の環境が厳しくなる

中で、さらなる組織や業務の見直しを行う必要があります。研修事業の充実、新規業務の

開拓などを含め、事業内容や組織体制を検討してまいります。

また、事業面からは、品質確保に向けた総合評価落札方式の導入やインフラの長寿命化

対策への対応など、発注者の責務が増している状況にありますので、こうした発注者のニ

ーズに的確に対応できるよう体制強化を図るとともに、各市町村に対しセンターの積極的

な活用を働きかけてまいります｡

以上でございます。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

河野委員 建設技術センターについては、県職員及び市町村職員のいわゆる設計積算業務

の実務的な経験を積む場という当初の設立目標があったと思うんですが、それがだんだん

委託先といいますか、受注機関になっているんじゃないかという見方もあるんですが、そ

ういった実務研修の場として、単なる座学をやって、そこで研修しましたという話ではな

くて、実際の積算や設計業務という部分の実務研修をどういうふうにやっているんでしょ

うか。

安東建設政策課長 今、積算に関しましては、特に技術的に難しいトンネルとか特殊な橋

梁は、土木事務所では大変時間がかかるので、そういうものを中心に委託をしております。

だから、通常の――例えば道路改良等は我々職員でやっております。

それと、研修に関しましては、新人の初めての積算とか、あるいは中堅職員に関しまし

ては、少し専門的な技術研修等を取り入れながら、研修の充実を図っているところです。

河野委員 当初の設立目標が、やっぱり技術職員が、昔のように自分で設計図を引かない、

積算もやらないという、そういう反省の上から、実際の現場対応力が落ちているんじゃな

いかという中での話だったと思っているもんですから、その辺がこの設置目的というもの

と本当に今の運営状態が整合しているのかどうかについては、きちんとチェックをしてい
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ただきたい。これは要望です。

進土木建築部長 私も去年、このセンターの担当だったものですから、去年からかなりそ

の辺の議論はございました。実際に職員も業務援助で何人か出しておりますけれども、実

際に行っている者はやはり勉強したいという思いで行っている者もおります。実際に業務

援助の量、人間の数というのはだんだん減らさなくてはいけないという実情がありますの

で、我々としては、今後その技術力の向上と積算能力の向上、その両方の面から、県職員

と向こうのセンター職員の交流人事をして、逆に向こうからも一般行政を勉強していただ

き、こちらからもそういう積算と現場を勉強してもらうと。向こうでは、トンネルとか橋

梁とかいうのを大体メーンでやっていますけど、人事交流をやることによって、技術力を

上げていきたいと思っております。近々センターとそういう話を継続的にやる方法を考え

ていきたいと思っております。課題として認識しておりますので、ご了解いただきたいと

思います。

藤田委員 今のと関連するんですけれども、一昨年の水害のときもそうですけれども、復

旧に当たっての土木関係の技術者がそれぞれ市町村も含めて非常に逼迫しているという状

況の中で、やっぱり県や市町村、そしてセンターも含めてそういう技術者を確保していく

方策というのはやっぱり考える必要があると思うんですね。そういう意味では、センター

のあり方というのは、今のそれぞれの市町村の職員に対しても技術力の研さんを図り、積

んでいただくというのとあわせて、人材プール的な役割というのもひとつ位置づけに入れ

たほうがいいんではないかなという感じがしているんですけれども、その辺の検討はいか

がでしょうか。

安東建設政策課長 センター自体で急に人材をふやすというのもなかなか収益との関係も

ございますので、すぐにはいかないとは思うんですけど、どちらにしても、センターの技

術力を利用して、市町村の技術をレベルアップすることで、これから市町村のほうでも老

朽化対策等進んでいきますので、しっかりバックアップしていきたいと思います。

進土木建築部長 人材のプールということですけれども、我々としても、いざ災害の対応

とか一昨年もございましたけれども、そういう対応がとれれば、やはりベストだというふ

うに思います。ただ、それは現実問題は大変厳しくて、今の組織の陣容だけで保つように

していきたいというのが実情でございます。我々今の現有勢力でやっぱり頑張っていくし

かないのかなというふうに考えています。それが１つ。

もう１つは、市町村に対する支援につきましては、センターのほうで基金を積んでおり

まして、市町村の職員の技術研修をセンター丸抱えで受け入れるということをことしから

やっております。たしか杵築市だったと思いますけど、１人職員を受け入れまして、その

職員の給与、それから手当関係も全てセンター持ちで技術研修を行うと、そういうものに

取り組んでいくということでございます。

藤田委員 先ほどおっしゃった財政の問題で人を抱えられないというのもよくわかるんで

すけど、もうちょっと中長期的な問題として、やっぱり土木の技術者、これから後継者も

全体としても少なくなっていく中で、それぞれの、特に公共工事を支える県や市町村だけ

では多分、これから維持できないような気がするんですね。というか、現実に多分できて

ないんだろうと思うんですけれども、そういう問題をどこかで考えてかかわるような機関

が必要なような気がしますし、ある意味、県内だけではなくて、九州各県の連携の中でど
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うやってしていくかだとか、人材確保のための基礎となる専門高校や、それから大学等も

含めて、何かどこかで考えていかなければいけない。その１つとして、このセンターがそ

ういう部分も担えないかなという思いでいましたので、ここに限った話ではないんですけ

れども、全体で考えていただければと思います。要望で。

江藤委員 今、畔津理事長以下何名おるの。全員で何名で、技術職員が何名おるか、それ

だけ。

安東建設政策課長 職員が、事務が５名、技術が１７名です。それ以外、契約職員という

のが２４名で全体で４６名です。

江藤委員 市町村から積算業務の委託を受けるわね。そのときに設計図や積算ができ上が

るとするやろう。そうしたときに、もちろん手数料は取ると思うんだけれども、工事が完

成するまで、指導・監督までするの。できたら、そのまま、はい、あんたたちやんなさい

ということか。

安東建設政策課長 技術的に難しいところであれば、施工監理とかを受ける場合もあろう

かと思います。

荒金委員 数字の見方がわからんかもしれんけど、今年度約９，２００万円利益出しちょ

んわね。こういうの、毎年そういう形でずっといくと、財政的に厳しいとか、そんなこと

全然ねえじゃねえかえ。と同時に、こんなにいいんやったら、県からの支出金、要らんの

やないですか。

安東建設政策課長 ２５年度９，２００万円ほど収益ございましたけれども、これは２５

年度という、要するに２４年度に約２５５億円ぐらいの大規模な補正がございまして、そ

れでやはり受託が急激にふえたような状況でございます。だから、これが今年度も２５年

度末の補正が５０億円弱ぐらいございますので、若干、これまでよりは少しいいかなと思

うんですが、２７年度はやっぱり経常的な収益に戻っていくんではないかなというふうに

我々は考えております。

荒金委員 経常的な収益というのは大体どのくらいなんですか。

安東建設政策課長 ２４年度で３億３千万円ぐらいですから、これから６千万円ぐらい落

ちてきます。２３年度は３億円ぐらいですので、９千万円ぐらい落ちています。

後藤委員長 ほかに質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

黒木用地対策課長 続きまして、大分県土地開発公社についてです。

議案書では３４９ページでございますが、説明については、別冊の県出資法人等の経営

状況報告概要書の２８ページをお開き願います。

項目２の出資金は３千万円で、県が１００％出資しています。

項目３の事業内容ですが、用地取得事業と用地売却事業の２つの事業を実施しておりま

して、主なものをご説明します。

まず、用地取得事業ですが、（１）公有地取得事業として、日田市街地における国道２

１２号道路改良事業や別府市内において山田関の江線都市計画街路事業などについて、県

や市からの受託により用地取得を実施しております。（２）土地造成事業では、玖珠工業

団地における埋蔵文化財調査や防災工事を実施しました。

なお、２５年度は独立行政法人中小企業基盤整備機構の工業用地分譲事業からの撤退に

伴い、大分北部中核工業団地の機構持ち分である３分の２を取得したところです。これに
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ついても、用地取得事業に含まれております。

次に、用地売却事業ですが、（２）土地造成売却事業としまして、大分北部中核工業団

地の１区画を株式会社浅野歯車工作所へ売却したところです。

項目４の平成２５年度決算状況でありますが、売上高は、項目３にある用地取得事業と

用地売却事業に伴う収益の合計で、１９億３，９７９万２千円です。

売上高から売上原価、販売費や一般管理費を差し引いた営業利益は７３０万円のマイナ

スとなっておりますが、土地開発公社が所有するビルの賃貸料などの営業外収益などで２

１０万７千円の当期純利益を計上しています。

最後に、項目５の問題点及び懸案事項及び項目６の対策及び処理状況です。

１つ目は、全体事業量の確保が課題でありまして、事業者のニーズに対応できる体制を

整備するとともに、公社のメリットを積極的にＰＲすることにより、県及び市町村等関係

機関からの事業量の確保に努めてまいります。

２つ目の課題は、公社が保有する長期保有土地の早期売却であります。

主なものは２カ所ありまして、１カ所目は大分北部中核工業団地です。

全２５区画のうち、残りが現在５区画となっております。この分については、商工労働

部が隣接企業を中心に、購入を働きかけているところです。

２カ所目は玖珠工業団地です。

現在、文化財調査、進入路の整備、防災用の調整池工事を実施しておりまして、立地企

業が決定次第、早期に造成工事に着手できるよう準備を進めているところです。

土地開発公社の経営につきましては、引き続き健全な経営を維持していくため、収益事

業の確保や必要経費の縮減にも積極的に取り組んでいるところであります。

以上でございます。

後藤委員長 続けて住宅供給公社の説明をお願いします。

永松建築住宅課長 それでは大分県住宅供給公社について説明いたします。

議案書では３５６ページでございますが、同じ資料で説明します。次の２９ページをお

開き願います。

まず、項目３の事業内容でございます。

県住宅供給公社は、主要な事業として３つの事業を行っております。

１つ目の分譲事業は、国東市の向陽台の分譲宅地の販売を行っており、平成２５年度は

７区画を販売しました。

２つ目は、公社所有の賃貸住宅や店舗用地等を管理する賃貸管理事業です。

３つ目は受託事業です。まず、公営住宅等の管理受託ですが、これまで指定管理者とし

て取り組んできた県営住宅事業は、今年度より管理代行に移行しております。市営住宅の

管理事業においては、それまでの３市に加え、２５年度に豊後高田市を新たに受託したと

ころです。そのほか、市町村から設計監理業務等を受託しています。

なお、平成２５年度の県営住宅の家賃の収納率につきましては、現年度分が９９．６６

％、それに過年度分を合わせると、全体で９６．６４％となっております。前年度収納率

に比べて、プラス０．２７ポイントとなっております。

なお、現年度分収納率については、全都道府県で第４位となっております。

項目４の平成２５年度の決算状況であります。
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売上高は、分譲事業等による収益の合計で、９億３５６万５千円となっておりまして、

これに売上原価等の費用を差し引きした営業利益は１億１，５９５万７千円を計上してお

ります。また、営業外収益等を含めた当期純利益は、６，４０９万８千円の黒字となって

おります。

項目５の問題点及び懸案事項についてであります。

まずは、現在保有している分譲用資産の早期売却であります。

向陽台については、昨年度までに２６２区画中２１８区画を販売しており、引き続き残

区画である４４区画について、早期売却に向けて全力で取り組む必要があります。

また、公営住宅等の管理受託者として、サービスの向上、家賃収納率の向上、あわせて

経費の縮減等の経営努力を重ねていく必要があります。

項目６の対策及び処理状況についてであります。

分譲用資産の売却については、ハウスメーカーとの連携を強化し、その顧客ネットワー

クを活用するなど民間活力を取り入れた販売促進対策を実施し、引き続き総力を挙げて取

り組むことにしております。

また、受託事業については、本年度４月から豊後大野市の管理代行を開始し、１０月か

らは臼杵市の受託を予定しているところですが、今後も、新たな市営住宅の管理受託など、

事業の拡充を図ってまいります。

最後に、管理代行制度の概要について補足説明させていただきます。委員会資料の６ペ

ージをお開きください。

管理代行は、１の公営住宅法第４７条により、地方公共団体または住宅供給公社が管理

する住宅等の施設を一体として管理することが適当な場合に、事業主体である県や市町村

に代わって、その同意を得て管理を行うものです。

２のメリットとしては、事務処理や災害時対応の迅速化など、サービスの向上を図るこ

とが可能になります。

３にこれまでの制度との比較を載せております。この制度は、単に事務の委託ではなく、

責務を伴う事業主体の立場を代行するもので、家賃の決定等一部の事務を除き公営住宅の

管理を受託することになります。

以上でございます。

後藤委員長 ただいま２点について報告がありましたが、質疑、ご意見などはございませ

んか。

江藤委員 土地開発公社の件なんですが、これはやっぱり引き続いて開発公社を維持して

いく必要があるかな、難しいと思うんだけれども。というのがね、市町村段階であったん

だけど、今はもうなくしていきよるのが事実なんよ。県としても、将来的に考えたときに、

現在の社会情勢の中でこれが必要かどうかということをお聞きしたい。必要ならば、なぜ

必要か。

黒木用地対策課長 土地開発公社の今後でございますけれども、まず１点は、迅速かつ的

確な用地取得、造成など、企業誘致に重要な役割を担うということが１点でございます。

また、先ほど江藤委員がおっしゃったように、大分市、別府市等が、土地開発公社を廃止

しております。そういったところから、市町村事業も含めて受託事業に対応していくため、

それぞれの自治体の事業進捗のために有効活用されるんではないかというのが１点でござ
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います。そういった状況でございますので、公社の今後のあり方については、存続という

ことで今、そういう考えのもと進めているところでございます。

江藤委員 僕はそれをなぜ言うかというと、１０年前の各町村の時代は、これはもうやむ

を得んと思う。県がこういう公社を設立して、やっぱりまとめて住宅、工業用地、工業団

地あたりをしていくのは当たり前と思っておったんだけれども、現在、合併して市町村が

大きくなっている段階でどうかなというのがあるもんだから、今聞いたんだけれども、県

がそこまでせな悪いかな。

黒木用地対策課長 今現在、大分市の大友遺跡であるとか、別府市でいいますと、亀川の

駅裏の再開発であるとか、市だけでは技術的、また物理的に、あと予算ですね、特に大友

遺跡につきましては、平成２９年度まで大分市が予算措置をして償還しているわけですけ

れども、それを土地開発公社が借り入れを行いまして、一気に事業が進んでいるという現

状も見ますと、そういった市だけではどうしても予算的、技術的、マンパワーも不足して

いる状況の中で、土地開発公社の活用というのがまだこれから先も見込めるのではないか

というふうに考えております。

江藤委員 次のページの住宅供給公社の件でちょっと聞きたいんだけれども、分譲用地資

産について、この中で早期売却をしていくことが最重点課題であるというやつが載ってい

るんだけれども、分譲用地を大体売るごとなったときに面積はどのくらいあって、箇所数

はどのくらいあるのか、そこをちょっとお聞きしたい。

永松建築住宅課長 残っているのは向陽台だけでありまして、先ほど言いましたように、

残りが、年度も昨年度末で４４区画でしたが、今年度に入って３区画売れておりますので、

残りがあと４１区画であります。大体１区画の面積は大体１００坪ぐらいであります。１

００坪ぐらいで、平均で６００万円ぐらいで販売しております。

江藤委員 そのときに、当時の買収価格と、現在、今、もし売却するとしたときに、採算

はとれるの。今、土地は買ったときより安くなっておるからどうかなというのがある。

永松建築住宅課長 採算までは資料が手元にないんですけど、やっぱり最近は土地の価格

はだんだん下がっておりますので、なかなか売れないものですから、やっぱり土地の再鑑

定をして少し土地の価格は下げて販売しております。

後藤委員長 課長、団地の場所は見てますか。

永松建築住宅課長 ええ、何度も行っております。売れ残っているのが、武蔵側は大体少

し北側の斜面になるんですけど、武蔵側の北側道路の分がかなり売れ残っておりますので、

そういう土地がどうにか売れないかというのを今考えております。

後藤委員長 ほかに質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

甲斐土木建築企画課長 土木建築部における緊急雇用創出事業、いわゆる地域人づくり事

業について、ご説明いたします。

委員会資料の７ページをお開きください。

まず、１現況と課題をごらんください。

（１）の大分県の建設産業の現状ですが、建設投資額が平成５年のピーク時からマイナ

ス５４．１％と著しく減少していることに伴い、建設業就業者数もここ１０年間でマイナ

ス２７％と大きく減っております。

（２）の建設就業者の年齢構成につきまして、上段の２４年の年齢構成では若年就業者
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が大きく減少し、全体的に高齢化が進んでいます。

また、（３）の技能労働者の過不足状況につきましても、東日本大震災以降、全国的に

建設技能労働者の不足は大変顕著なものがあります。本県においても同様の状況で、今後

の社会資本整備や災害時の対応に尽力する将来の建設業の担い手不足が懸念されています。

こうしたことから、人材の確保・育成対策は喫緊の課題となっています。

こうした課題に対応するため、商工労働部で予算化しております緊急雇用創出事業の枠

組みを利用しまして、本年度から来年度にかけて人材確保・育成に係る委託事業を実施い

たします。

ページ中ほどの２、事業の概要をごらんください。

事業の目的は、若年者の建設業への入職と技能向上を支援することにより、建設業にお

ける人材確保・育成と処遇の改善を図るものでございます。

対象事業者は県内に本店を有する建設業許可業者で、事業の委託先は一般社団法人大分

県建設業協会、今年度の委託期間は平成２７年３月３１日までですが、来年度の２月末ま

で事業を実施する予定です。

右側の今年度の実施事業ですが、２つの委託事業を行うこととしています。

まず、（１）の建設産業人材確保育成事業につきましては、失業状態にある４０歳未満

の若年労働者を対象に、新規雇用とオンジョブ・オフジョブトレーニングを実施するもの

で、事業目標が新規雇用者５０名、今年度の予算額が６，４４８万４千円となっておりま

す。

次に、（２）の建設技能労働者処遇改善事業につきましては、４０歳未満の在職労働者

に対し、資格取得や技能向上の研修等を実施することにより、人材の育成及び処遇の改善

を図るもので、事業目標が処遇改善される者１００名、事業予算が１，３５４万４千円と

なっております。

今後も、関係機関や団体と連携しながら、県内建設業の人材確保と育成に取り組んでま

いります。

以上でございます。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

毛利副委員長 これは国の事業ですよね。

甲斐土木建築企画課長 これは国から補正予算がつきまして、県で緊急雇用基金を造成し

て、その基金を原資として事業を実施します。各部局でやってございます。

毛利副委員長 今、人材不足が言われているんで、大変これはありがたい事業だと思うん

ですが、ただ１点だけ。やっぱり業界から見ると、雇用の安定や雇用拡大という観点から

いくと、これは２年ぐらいなんですけど、もう少し長く――例えば、５年とかいうふうな

形でしていただくと、人材確保がさらに安定的になるんではないかなというふうに思われ

ますけど、その点はどうなんですか。

甲斐土木建築企画課長 この事業は、先ほど申しましたように基金事業でございまして、

今年度始めて来年度の末まで事業が実施できる。実際、委員ご指摘のように、人材不足と

いうのは今後も引き続いていくわけですし、人材育成も必要でございます。これにつきま

しては、まず１つは、今、厚生労働省のほうで、建設産業人材確保育成助成事業という事

業がございます。それをしっかり活用していただきたいなというのがございます。まずは
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この事業で２年間事業を実施させていただいて、事業者の意識を喚起したいと。それとあ

わせて、今年度、労働局や関係団体、それから教育機関等も含めた人材確保の対策の会議

を開きたいと思っております。その中でいろんな事業を組み合わせながら、来年度以降、

進めていきたいというふうに考えているところです。

毛利副委員長 ということであれば、業界団体にはきちっと周知をしていただくというこ

とが必要になる。それはもう、間違いなくできているということの理解でいいんですね。

甲斐土木建築企画課長 この事業の実施に当たりまして、協会を含めてアンケート調査を

行いました。どれくらいの雇用意欲があるのか、あるいは育成にどれだけの経費を充てら

れるのかということでとりまして、それをもとに、その全ては入ってないんですけれども、

それの何％という形でこの事業を組ませていただいていますので、業界にはしっかりと周

知できているというふうに考えてございます。

河野委員 今のに関連してなんですが、（２）の処遇改善事業についてお伺いしたいのは、

要は処遇改善される者１００名という目標ということは、研修を受けて、職務能力が上が

った。ただ、その人を雇用するということで、いわゆる処遇改善に結びつくのかという部

分、今言われた助成制度をその事業者が活用されて、こういう能力のある人は新たに雇い

入れる、あるいはその人の賃金を上げるということによって、その事業者のほうが何らか

の助成制度を得られるということが前提なんですか。

甲斐土木建築企画課長 これにつきましては、在職者、在職者の中でも正規雇用の者、あ

るいは非正規の者とございます。それぞれに資格取得とか、あるいはクレーンが使えるよ

うな技術研修を行って、それに対して事業者としては、そういった技能を身につけた方に

対する手当とか、あるいは賃上げ、最たるものとして非正規から正規雇用にかえていくと

いうことで、労働者の自主的な賃上げに結びつくような施策を行う。企業にとってのメリ

ットといえば、その研修費用についての助成が行われるということ、それに伴って、従業

員の技術レベルが上がるということが事業者にとってはメリットという形での事業です。

河野委員 国交省部分の事業で、いわゆる職務能力というのを上げていきましょうと、そ

れはわかるんですね。ただ、それが最終的な目標として、処遇改善に結びつくというふう

にされているじゃないですか。処遇改善をするためには、事業者にとってみれば、経費が

アップするわけですから、その経費アップ分について、先ほど言った、いわゆる雇用政策

をやっている側のほうから、何らかの処遇改善をしたことに基づく助成措置を受けられる

というようなご説明を先ほどいただいたように聞こえたもんですから、その辺との連動し

ているということでよろしいのかというお尋ねなんですけど。

甲斐土木建築企画課長 先ほど申しました厚生労働省の助成制度というのは、当然これと

リンクしてやっていきますので、それは活用は可能です。

江藤委員 この問題はね、私の地元の企業あたりにずっと聞いてみて、入札不調問題が何

件かあったもんだから、なぜかと言うたら、確かに土木関係においては型枠工がいないと、

鉄筋工もおらんと、それから、激しいときは、重機のオペレーターがおらんという場合が

ある。そういった状況の中で、一般作業員はどうか、作業員もここ五、六年、不況の段階

で整理をしたと。そんなら、これから先は会社どげえするのかと言うたら、今、小さくな

ったまんまでいくしかねえというわけです。なぜかというと、やっぱり景気、景気と言い

ながら、大手あたりはいいんですよ。末端までアベノミクスはまだ来てないもんだから、
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今、雇用したら責任があるもんで、雇用しきらんというのが現実なんですよ。だから、仕

事は欲しいんだけれども、技術屋がおらんもんで、とりきらんと。まさに入札不調ね。そ

ういうことだから、自分の会社の背丈に合った部分だけやろうと。側溝整備ばっかりしよ

ってもどうしようもならんだろうがと言うんだけれども、当面は仕方ありませんと、こう

いう言い方なんです。

ここをどうするか。県としてはどう考えているのか。というのはなぜかというと、ここ

五、六年の間に地方ではＡ級が――僕らは地方だから言うんだけど、仕事がなかった関係

でＡ級がＢになり、ＢがＣになる。ＣがＤになった。そして現状が今、そうなんよ。だか

ら、うちの由布市の中であれだけＡが多かったのが、今Ａが２社かな。それでＢがまた２

社。あとはＣ、Ｄのじょうじゃ。そういった状況の中で、本当、腰を折っているような、

そういう状況だから、雇用、雇用と言いながら雇用しきらんというのが現実なんです。そ

こをどげえしていくかじゃ。もちろん景気がぼんとようなりゃ、よし１０年間大丈夫ぞと

目鼻がつけば別やけれども、今そういう状況にはならんわけ。そこなんです。そこを県が

どう考えてどう対応していくかと。どげえ思うかい。

甲斐土木建築企画課長 まずは江藤委員がおっしゃったように、投資額の大幅な減、もう

半分以下に減っているということは非常に大きな要素になっています。ですから、当然、

県としても公共事業予算の確保をいかにやっていくかということは非常に求められると思

うんですね。それをまず安定的な、いわゆる受注が見込めるような状況というのをつくっ

ていくというのは一番望ましいことだとは思うんですけれども、今の財政状況からすると、

そこは非常に厳しいのかなと。ただ、近年、この二、三年ですね、県の土木建築としての

投資額につきましては、今年度も２.５％ほど伸びておりますから、少しずつ回復の兆し

はあるのかなというのはございます。

ただ、それが全ての格付級の受注としてカウントできるかというと、難しいのかなとい

うのがございます。大きな枠の中で、今の経済情勢からすると、難しい分もあるのかなと。

ただ、そうは言いながら、このまま座して死を待つわけにいかないわけですから、それぞ

れが何らかの形で事業を継続していく。そうしていただかないと、災害対応等ございます

のでですね。

それで、県としては今のところ、総合的ないわゆる建設産業の支援ということも考えて

ございます。これは１つは経営体としてしっかりしたものとなってもらうように、その中

では、１つは新分野というのもございますし、それからもう１つ、合併ということもござ

います。あるいは事業連携といったのもあろうかと思っております。それがまず１つの柱

です。

それから、そこで働いている方々の処遇の改善ということで、１つは大きい契約上で労

務単価の引き上げ、あるいは２次、３次下請の標準見積書による発注ですね。下請に出す

と、それは福利厚生費をしっかり盛り込んだ見積もりに従って１次から２次へといった流

れで下にいくわけです。それを十分確認しながら、設計を持っていくと。それから、そこ

で働く労働者については、今のままではなくて、少なくとも一定程度の技術力アップ、あ

るいはスキルアップをしていただく。そうすることによって、市町村の公共事業も含めて

受注がしやすいような状況ができるんではないかと。

それから、もう１つは、労働者が非常に少ないのは、いわゆる賃金が安くて仕事がきつ
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い、こういったのでなかなか建設作業に入ってきません。ですから、それのイメージを払

拭するためにも、イメージアップの作戦が必要なのかなというのはございます。これはマ

スコミへの取り上げ方もございますし、学校が今インターンシップというのをやっていま

すので、そうした中で建設産業というものへの意識を変えていただく、こういったいろん

な分野で総合的に支援をしていくという形の策が必要ではないかというように考えている

ところでございます。それの１つとして、今回、この地域人づくり事業というものをやっ

ていくというところでございます。

江藤委員 私もね、この前もいろいろ話す機会が多いもんだから、１０社ぐらい集めて社

長んじょうに、もうあんたたちは合併せよと。この仕事をとるぞと言ってベンチャーを組

んだって、それはそれっきりじゃないかと。だから、それよりもう将来的展望に立って、

それで３社なら３社が合併して、そして地域貢献をしたほうがいいんじゃないかという話

をしたところ、それはしたいんだけどな、社長がどうのとまたけんかするけんと。

こういったことをしよんけれども、ぜひ県としては、そういった方向で、特に私が言い

たいのは、地方の建設業界にそういった指導もしてほしいなと、こう思いますので、ひと

つ仲よく合併しなさいと。それを将来、雇用も僕はつながってくると思う、会社が大きく

なれば。そういうことだから、ひとつお願いしておきたいなと思います。

桜木委員 今、緊急雇用ということでやっていますけれども、人づくりは大事なことだと

思うんですよね。せっかく技術センターとかがあるんだから、こういうところを講師とし

て使っていただいて、建設業のレベルアップをしていただくことが大事なことじゃないか

なと思いますね。やり直しやり直しが多いような気がするんで、そんなことをするよりも、

やはり業者の中の若手の従業員のレベルアップにこういう技術センターの人も使っていけ

るんじゃないかなと、これが１点と。

それから、建設業が一番困っているのは、土木建築部は官庁だから、予算が成り立たん

と事業が進められんわけですね。そうすると、どうしてもそれから予算が決まって設計を

して工事に出すとかいろいろになりますと、県の事業は９月になって初めて出すというよ

うなことになりますから、建設業はその間が食っていけないわけですね。災害でもあれば

やっていけるでしょうけれども、なかなかそういう面で平常時の建設業というのが非常に

厳しい状況にある。したがって、なるべくなら、ゼロ県債を使っていただいて、４月ぐら

いには２５％ぐらいは出せるようにしてもらえんじゃろうかというのが全体的なことから

考えますと、そういうふうになりますかね。あとは９月なら９月に残りを出すとか、だん

だん出していくように、一遍にどっと出しても無理なところも出てくるわけですよ。今み

たいに人材が不足しているということもありますし、また、周辺部にとってはやってもら

いたいところ、いっぱいあるわけですよ。ですから、それをうまく財政課から予算を取っ

てきて、いろいろ使っていただかんと、土木は予算が小さくなるばっかり。やっぱりうま

く頑張っていただきたいなと思います。

安東建設政策課長 まず１点目のセンターの活用ですけれど、また建設業界等でそういう

需要をお聞きしながら、そういうところではまた検討していきたいと思っております。

それと、２点目の補正等の話ですけど、ことしも３月に５５０億円ぐらいの補正をいた

だいております。１年間通して見ても、発注が一番多い月と少ない月を比べても件数的に

１.４倍ぐらいですが、なるべく今、補正等もとって、平準化に努めているところでござ
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います。引き続き努力をしたいと思います。

それと、先ほど江藤委員のほうからご質問があった点で、１点補足をしますと、やはり

大分県の場合、どうしても公共工事というのは国費に頼るところが多いと思います。公共

投資自体は、ずっと減ってきていますけど、最近はこの一、二年は横ばいの状況でござい

ます。やはり業者の方々が、将来、１０年先を見通せるような投資計画を立てられるよう、

平均して予算をしっかり確保できるということがすごく重要なこと、大切なことかなとい

うふうに思っていますので、我々もしっかり国のほうにまた、建設予算の確保については

要望してまいりたいというふうに考えております。

江藤委員 補足しますけどね、昔は建設業者のほうが仕事をとれば、生コン屋をたたきよ

ったわけです。立米あたり８千円にすんな５千円にまけろとか。そうしたところが、今は、

建設業者が仕事をとっても、今度は値切ったら生コンが入らんごとなった。だから、そこ

をやっぱり建設業界のほうも、僕はこの前も言うたんだけれども、知恵出して一本になれ

と。それと一緒なんです。今、生コン業者が強いわ。大したもんじゃ、やっぱり長い間痛

めつけられちょるもんじゃけんね。大したもんじゃなと褒めるわけだけれども、そういっ

た知恵をつけていかんと。業者がおらんごとなると、やっぱり地方は困るわけ。そういう

ことですから。お願いします。

後藤委員長 ほかに質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

渡邉港湾課長 大分県海岸保全基本計画の改定についてご報告いたします。

委員会資料の８ページをお開き願います。

まず１の海岸保全基本計画についてですが、海岸法では、防護だけではなく、環境や利

用、３つの目的が調和するよう、総合的に海岸の保全を推進するとしており、県ではこの

基本方針に基づき高潮対策について平成１５年に海岸保全基本計画を策定しています。

２の改定の経緯は、東北地方太平洋沖地震による津波被害を契機に、国が国土強靭化計

画を推進する中で、県でも海岸保全基本計画に津波対策を盛り込む必要があることから、

計画の見直しを進めております。

３の改定の主な内容ですが、まず津波の高さを設定し、従前の高潮の高さと比較したう

えで、高い水位を基準として、整備を必要とする区域を設定しました。

このため、資料９ページの写真にあるように県南地域では津波高が高いことから、整備

を実施する場合に堤防高が二、三メートルほど高くなる地域が発生します。海岸事業は防

護だけではなく景観や利用にも配慮する必要がありますことから、津波の水位を考慮した

高さで現実的に整備が可能かどうか、整備する上での参考意見として、７月２２日から８

月２１日までの間、パブリックコメントを実施し、広く県民の意見を募集したところです。

また、沿岸域の１２市町村へも意見を求めており、パブリックコメントにおいては「高

い壁をつくると海が見えなくなり景観や利用面で問題がでてくるので、よく考えたうえで

計画してほしい」といった意見をいただいています。

今後は、県民意見を盛り込んだ海岸保全基本計画書を作成し、１０月２７日に実施予定

の、第３回海岸保全基本計画改定委員会に諮り、改定を行ってまいります。

以上でございます。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕



- 23 -

後藤委員長 質疑もないようですので、次の報告をお願いします。

宮﨑都市計画課長 大分都市圏パーソントリップ調査の結果についてご報告いたします。

委員会資料の１０ページをお開き願います。

大分都市圏パーソントリップ調査は、人の動きに着目した交通実態調査で、移動目的や

交通手段、時間など、ある１日の動きについて、細かな内容を伺うことで、都市圏の交通

に関する現状の把握を行うものです。

昨年の１０月から１１月にかけて、大分市を中心とする大分都市圏にお住まいの方を対

象に調査を実施いたしました。このたび、調査結果の取りまとめが終わりましたので報告

します。

なお、今回のパーソントリップ調査は、昭和５８年以来、約３０年ぶりの実施となりま

した。

調査は、大分都市圏の約１０万８千世帯に郵送により配布し、約６万３千人の方々にご

協力いただき、必要な回答数を確保したところです。

調査結果について、別冊としてお渡ししている資料を公表する予定にしておりますが、

本日はこの中の代表的な項目について説明します。

まず、都市圏にお住まいの方の移動の状況についてです。資料の左上枠囲い右端の合計

欄に示していますように、大分都市圏では、平日１日に約１８３万回の移動がされている

ということがわかりました。これは３０年前の状況と大きな変化がないということになり

ますが、内訳を見ますと、都市圏の外との移動が少しふえており、３０年前よりは移動の

広域化がみられるという状況です。

次に、それらの移動で、どのような交通手段が利用されているのかということです。資

料の左下をごらんください。

主な移動手段としては自動車の割合が高く、運転、同乗を合わせると、約６８％の移動

が自動車で行われているという実態がわかりました。次いで、徒歩、バイク、自転車とい

う順で利用がされています。

また、下段棒グラフの３０年前の状況と比較しますと、自動車の利用が６割程度ふえて

いる一方、徒歩が半減していたり、バスも大きく減少するなど、自動車への依存が高まっ

ていることがわかります。

これらのデータとあわせて、市町別や年齢階層別に整理したデータを公表する予定です。

また、調査結果を様々な角度で分析しながら、効果的な交通施策を検討しているところ

で、一例を説明します。

資料の右側に記載しておりますデータは、交通の状況を時間別に見て、その目的と交通

手段がどのようになっているかを整理したものです。

赤点線枠の７～９時台に交通のピークが発生しており、左側の折れ線グラフの青色で示

しています通勤や水色の通学目的による移動が多いことがわかります。また、右の折れ線

グラフの交通手段については、全ての時間帯で水色と青色で示しています自動車の利用が

多く、ピーク時においても、昼間と比べて多くの方が自動車を利用していることがうかが

えます。

このような状況から、交通の需給バランスを改善していく上では、公共交通の利用促進

により、ピーク時の自動車交通量の抑制を図りながら、業務や通院など日常の行動を下支
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えするために道路整備による交通容量の拡大を行うといった総合的な交通対策が必要と考

えております。

さらには、右下の図のように、自動車の利用目的に着目して整理したところ、ピーク時

の渋滞対策については通勤に関する交通手段の見直しなどが効果があるのではないかとい

うことで、それに向けた施策を検討しております。

今後の予定として、本年度末を目標に、公共交通、自動車、自転車等の各交通機関が適

切に役割分担をした快適で人に優しい都市づくりを目指す総合都市交通計画の策定を進め

ていきます。また、その推進体制についても構築を図ってまいります。

以上で説明を終わります。

後藤委員長 ただいまの報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

毛利副委員長 １点だけ、この調査をもとに、これからさらに環境を含めた都市開発をし

ていくということなんですけど、公共交通をよくするということでありますけど、自動車

がふえると、地球温暖化とか電力不足とかいう方向性から、道路の街灯ですね、ＬＥＤを、

これ直接はこれには関係ないけど、やっぱり自転車だとか徒歩に対してとかいうことで、

ＬＥＤ化にするという方向性の考え方は、県はどのように考えているのか。

亀井道路保全課長 うちの３，１００キロメートルの道路の中に、外にある、トンネル以

外の照明灯が約７千ございます。そのうち、１，８００ほどにつきまして、今年度から３

カ年かけましてＬＥＤ化するように今事業を進めておるところでございます。

毛利副委員長 あとはどうするのかと、それと今言うように、これからどんどんそうやっ

て自動車もふえるし、スピードからいくと、もっと早く対応するべきではないかなと思う

んですけど、そこのところは議論も必要だと思うんですけれども、どうなんでしょうか。

亀井道路保全課長 現在ＬＥＤ化に変えるのは、今ついている電灯をかえることによって

経済的に電気代が安くなってメリットがあるものをかえるようにしております。今のＬＥ

Ｄが、たしか６万時間ぐらいの寿命があるんですけど、これが技術革新しまして９万時間

とか、１８万時間になりましたら、またさらに逆転するようになりますので、今建ってい

るものの、ＬＥＤよりも少し前の性能のいい電灯も徐々に変わってくるんじゃないかと考

えています。

毛利副委員長 ぜひ計画的にお願いしたいと思います。

桜木委員 この自動車を利用して通勤する都市部に集中してしまうんですけど、それで、

隗より始めよということで、県庁の中は、何割くらいの人が自動車を利用して出勤しよる

んですかね。ざっと調査したことはないんですか。

甲斐土木建築企画課長 今データを持ち合わせていないんですけれども、地球温暖化の対

策で、ノーマイカーデーというのをやっておりまして、車通勤の方を全てチェックしてお

ります。総数については生活環境部のほうで把握しているかと思いますので、必要であれ

ばうちのほうで資料をそろえてまた提出したいと思います。

桜木委員 そういう方が公共交通機関を利用すればいいわけですから、いろんなバス会社

等の路線との検討をしてもらって、やっぱり住宅地からの自動車通勤を減らして、公共交

通機関にかえていくというような施策も必要なんじゃないかというふうな気がしますけど。

後藤委員長 通勤分類の一覧表かなんかがあれば、そろえてください。

ほかに質疑もないようですので、次の報告をお願いします。
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後藤砂防課長 土砂災害対策について、ご説明いたします。

委員会資料の１１ページをお開き願います。

資料左側、現状と課題の上段、近年の土砂災害発生状況をごらんください。

左側の図は、過去１０年間の土砂災害の発生箇所を示したもので、赤く記されていると

ころが発生箇所を示しており、県内の至るところで発生しているのがおわかりになると思

います。平均すると年間約５０件の土砂災害が発生しています。

また右側の写真は、一昨年の九州北部豪雨時に、竹田市の滝水川において砂防ダムが流

木を捕捉している状況で、施設効果が発揮され、下流域の被害軽減に寄与したものです。

次に、資料中段の土砂災害危険箇所の整備状況と土砂災害危険区域の指定状況をごらん

ください。

本県は、土砂災害危険箇所が１万９，６４０カ所と全国５位の危険箇所があります。左

のグラフは、土砂災害危険箇所のうち、県が対策することができる要対策箇所において、

砂防ダムなどハードの整備状況を示したもので、その整備率は２５．９％となっています。

これは九州平均２５．０％と比較して、ほぼ同水準です。

また右のグラフは、ソフト対策の１つである土砂災害警戒区域の指定状況を示したもの

で、その指定率は１７．５％と、全国や九州の平均と比べて低い状況となっています。

次に、資料下段の平成２６年度８月豪雨による広島市の土砂災害についてをごらんくだ

さい。

被害拡大の要因を５点挙げておりますが、これらの要因を分析し、着実なハード対策の

実施と警戒避難体制を支援するソフト対策の推進を、強く進めていきたいと考えています。

そのための取り組みについて、ご説明します。

まず、ハード対策ですが、災害時要援護者施設、避難所や避難路等、優先度をつけて整

備を行うことで、選択と集中による事業の効果的な推進を図っていきます。

次に、ソフト対策ですが、警戒避難体制の構築に向けた取り組みとして、土砂災害警戒

区域等指定の加速を行っていきます。

基礎調査が終了していない箇所については、避難体制の整備が急がれる人家５戸以上の

要対策箇所を優先的に調査を行い、市町村が策定するハザードマップ等を通じて住民に周

知していきます。

さらに、効果的な土砂災害情報の発信も重要であり、市町村が行う避難勧告及び住民の

自主避難の判断を支援してまいります。

具体的には、出水期前点検結果を住民に周知するとともに、土砂災害危険箇所の場所や、

危険が迫ってきたことを伝える警戒情報、危険のレベルを確認するための危険度情報など

を発表していくことで、住民の早期避難を促す取り組みを市町村と連携しながら進めてま

いります。

今後とも、これらハードとソフトの両輪による総合的な土砂災害対策にしっかりと取り

組んでまいります。

以上でございます。

後藤委員長 土砂災害対策の報告につきまして、質疑、ご意見などはございませんか。

毛利副委員長 説明にあったように指定のおくれに対する取り組みということで説明をい

ただきましたけど、重要なことは、これをいつまでやるかということだと思うんですよね。
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その辺のところを明確にしていかないと、やはり県民も安心もしないし、また、我々も一

緒にみんなで危機感を持って取り組むということはできないと思うんですけど、その点は

どのように考えていますか。

後藤砂防課長 現状では、まだ国の補助率等の話もございまして、なかなか現状ではお示

しするわけにはいかないんですが、とにかく急いで、まずは、今、基礎調査を終わって、

住民のご了解を得られずに保留になっている箇所とかございますので、そこにまずはもう

一回、保留になっているところ全箇所に当たっていく。それと、やっぱり基礎調査自体は

非常に時間がかかって、基礎調査に入るには、まずは説明をして、そして了解を得て、そ

してまた調査する、それからまた、了解を得て指定するという動きなんですが、全体的に

指定自体の時間もかかるということから、ちょっと今、いつということはお示しできませ

んが、とにかく加速して、今のままで悪い点は十分認識しておりますので、とにかく加速

していきたいと考えております。

進土木建築部長 土砂警戒区域――災害の警戒区域の指定というのは、基本的に一番効果

があるというふうに思っています。それを推進することは、知事も、きのうの答弁の中で

加速するということで、かなり明確に言っていただきました。どのくらいの期間でどのく

らい推し進めるということは、来年度予算がどのくらいというような話もありますし、や

はり今後の財政課との協議とか、年末に向けてこの辺は協議していく案件というふうに考

えております。できるだけ我々も財政当局に思い切った金額でということでお願いしてい

こうかなと考えているところでございます。

毛利副委員長 我々はそうやって行政に要望して進めていかなければいけないというのと

同時に、こういう立場であるから、今の意見や内容かわかるんですけど、県民の方はなか

なかわからなくて、今、北海道であんなに降ったりすると全国で日本の安全なところはど

こかというと、言えないような状況ですよね。起きてしまって、またそれを責任転嫁した

りするんで、そういうことがないように、私どもも、今、県はこうやって取り組んでいる

んだということを機会あるごとに言いますけど、県も市町村やいろんな機関やいろんな講

習会とか、いろんなことを通じて、行動の中身がわかるようにしていくべきではないかな

と思いますので、ぜひその取り組みもよろしくお願いします。

桜木委員 せっかくデータが出ているんですから、目標値を土木のほうがつくって、そし

て財政課にこうだと言うべきじゃないですかね。協議して、予算がちょっともらえたから

こんなしましょうとか、そんなんじゃなくて、これだけ大分県は急傾斜地が多いし、危険

区域はたくさんあるわけですよ。指定率は特別低いというようなことであれば、やっぱり

これを直していくには、土木のほうがリーダーシップをとってやってもらわないと困ると

いうふうに思います。ぜひ努力してください。

進土木建築部長 おっしゃるとおりと考えております。我々から期限とかこれだけはとい

う話でやらせてもらいたいと思っています。財政当局に対してそういう説明をして予算を

持っていくというやり方をするつもりで頑張ってまいります。

江藤委員 今、市町村段階も、県の指導のもとで、消防と一緒に毎年、土砂の危険区域指

定の関係の見直しを何回もやってきていると思うんですよ。私が言いたいのは、そういっ

たとき、看板はみんな立っているんだけれども、一昨年の湯布院の岳本川の災害の後、即

行ったんだけれども、あれ砂防ダムが２本入っとっただけで、ある程度でとまったんです
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よ。それで、その後どうするかというと、あと２本また新たに上にやるごとなって、今や

ってもらいよんと思うんだけれども、その後、やっぱり私が心配するのは、うちだけじゃ

なくて、県下かなり砂防ダムつくっていると思うんだけれども、問題は土石流が何年かす

ると、砂防ダムいっぱいにまで埋まってしまっているダムが多いんじゃないかなと思うん

です。だから、そのときに、県が１回１回行くというのは大変だから、市町村段階で指示

をおろして、危険な土石流も、危険箇所が何カ所あるよと、特にそういう５０カ所あれば、

そのうち１０カ所は特に直接人家が影響しますよと、そこのダム調査をちょっとしてくれ

んかと、満杯かどうか、そういったのをやっぱりして、土石流で満杯になっとると、ちょ

っと流れがやわらかくはなるけれども、完全にとまるということにはならんから、今、岳

本川も災害の後、底からダムの土石流を全部さらえたわな。そしたら住民も安心しとるわ

けじゃな。そしてこれで安全じゃなと、そしてまた上に２本入るから、もうしゃあねえの

というような状況だから、安全安心な部分で、その調査をやって対策をとってほしいと。

それから、最近になってやっと、住民の皆さんが、５戸以上３０名以下という急傾斜の

この工事について理解を深めてきて、県に来る要望も多いと思うんだけれども、やっと今、

地域住民がうちは５戸以上で対策できるんじゃないか、ちょっと見ちょくれと引っ張りだ

こで、予算が追っつかんわいと言いながら、優先順位を決めながら、大分土木を通じてそ

こに公共と県単の２つ兼ねてやってもらいよんのだけれども、これもできたら国の予算を、

予算要求をせめて倍ぐらいとってほしいなと。今までどおりいうと、追っつかんと思うけ

ん、そういうこともお願いしておきたいと思います。

河野委員 広島の一件でこの土砂災害に注目が集まっているわけでありますけども、高潮、

津波対策である護岸、それから、川の溢水対策である堤防、さまざまなもの、それから、

利水も含めた治水関係、こういった部分の施設について、さまざまな対策がトータルとし

て要るのかなと思っておりますので、そういった部分で一度、農業の関係の部分も含めて、

大分県のそういった安全対策の施設関係のトータルの、こういったものが大分県の県土の

安全を保っている、それが今どういう整備状況にあるかというものをぜひまとめていただ

きたいなと。それをもとに、県民にその具体的な状況というものを知らせることによって、

税金の使い道としての選択肢を、やはり県民に示すべきじゃないかなというふうに思って

おりますが、そういったことが、例えば部長会議とかの中で議論されるようなことはない

でしょうか。

進土木建築部長 なかなか難しいご質問ですけれども、農政の部分は農政の部分で今、た

め池とかですね、そういったところを今、問題視されていますけれども、なかなかこうい

う安全・安心分野の施設というのは、なかなか整備率が上がらないというのが実情なんで

す。ただ、これだけ異常気象が続いていて、全国的に不安定な形になっていますから、予

算の倍増という意味合いでそういったものを県下でまとめて、そして要望していくという

のは大いに有効な手段だなと思っております。

ただ、これまでも我々は国に提言をやっておりまして、そのときでも、実は大分県は九

州で１番要改修延長が長いんですとか、それの整備率はまだまだ低いんですとか、そうい

ったことを要望書にちゃんと書いて、そして要望してきているという事態もあるんですけ

ど、いかんせん、やっぱり全体の予算がなかなか伸びないというところがあります。ただ、

国も強靱化ということを言っていますし、雨だけではなくて、津波と地震といったことも
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今、本当に注目されていますので、今がチャンスだろうと。そういった意味で、国への要

望というのは、今、知事が全国知事会の国土交通常任委員長もしていますので、大変なチ

ャンスでございますから、そういう意味で国に対して、知事にも何度も言っていただいて

いますけど、引き続きまたお願いして要望していきたいと思っております。また、そうい

う施設の整備状況については、この常任委員会等でも説明を差し上げたいと考えておりま

す。

河野委員 ぜひオール県庁でその辺の対策の基礎資料というのを出していただければとい

うふうに要望です。

藤田委員 警戒区域指定に戻るんですけども、一体的にちょっと私もいろんなところでア

ナウンスをしていきたいんですが、警戒指定区域に指定されるための簡単な手順というか、

流れを教えていただきたいのと、その地元の同意というのは、どの程度法的な根拠も含め

て必要なのか、地権者全員の賛成がないとできないものなのか、そうではなくて何割とか

いうものがあるのかどうかというのはどうなんですか。

後藤砂防課長 まず手順から申し上げますと、危険箇所を優先的にピックアップいたしま

して、その地域の地区にまずお話を持っていきます。もちろん市町村通じてですね。そし

て、まずは立ち入りの同意、次に、調査に入りまして、区域、そこで特別区域、この赤い

部分と通常の区域と決まりますので、その情報をまた皆さんにお示しして、情報を共有し

ます。正式には市町村への合議もございますし、それをもって地元と合意できれば指定と

いうことになります。通常はおおむね１年か１年半ぐらい。

藤田委員 地元の同意というのは。

後藤砂防課長 法規上は同意は必要ありません。しかし、おおむね地元の同意をとって指

定している状況です。

後藤委員長 指定をすると土地の価値が下がるというふうなことを言っている、何か公に

はそういう話があるんだけれども、大分市内とかでも、実際、うちの土地の価値が下がる

じゃないかと、そういう特別区域の指定をしちゃ困るんだというのも本当にあるんですか。

後藤砂防課長 おおむね先ほど言いました大分県内で９８カ所ございまして、そういった

ところもございます。どことはちょっとここでは申し上げられませんが、都市及びその近

郊となっています。

後藤委員長 もともと価値が低いところに住んでおって、価値が下がるって言ってもしょ

うがないごとあるけどね。

桜木委員 この警戒区域に指定されたときは、テレビだと、家は建てられるけれども、何

かあったときに移動せないかんと。自費で移動せなというようなことを言ったんだけれど

も、新しく私なら私が建てようと思ってもできるんですか、危険区域に指定されておると

ころも。

後藤砂防課長 それはできます。警戒区域では――今おっしゃられたのは特別警戒区域の

レッドゾーンだと思いますけれども、そこはやっぱり建物の規制は出ます。やっぱりもし

起きたときに、生命だけは守られるような頑丈なものを規制として見直していきます。

桜木委員 レッドゾーンのところは許可は出ないの。

後藤砂防課長 レッドゾーンは頑丈な物で……今ある建物については、移転を勧告、これ

は勧告でございまして、九州内ではまだ移転勧告をした例はございません。そして、特定



- 29 -

の開発行為のときはのり面の保全をしてからじゃないと開発の許可は出ないと、これが一

番目玉のところでございます。

後藤委員長 この件については、ほかに質疑もないようですので、これで諸般の報告を終

わります。

この際、その他全般にわたって、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

後藤委員長 ちょっと私から１点だけ。調べているんだろうと思うんですけれども、県道

の区間で、白線、センターラインとか外側線が物すごく消えているところ、ざまのないと

ころもあるんです。実はラインがあると、外側線とセンターラインがあると、道路という

のは割と締まるんですよ。少しぐらい傷みがあっても、締まった中を走っていくのと、ラ

インがない道路網は表面も悪いという点を走ると、二重に気分が悪くなる。やっぱりライ

ンは、何か情報によると、調べていると聞いたんですけど、全県下でどれだけ必要なのか、

どれだけラインがなくなっているのか、必要なのか、それを年次計画を立てて私はびしっ

とやるべきだと思う。

これは年次というよりも、やっぱり安全を守る立場からいくと、ラインなんていうのは、

全県下１年に一遍に全部終わらせていいんじゃないかと。そのくらいの要素があると思う

んです。そのラインの消えている部分、やらなきゃいけない部分というのは全県掌握をし

ているんですかね。

亀井道路保全課長 手元に資料がございませんけど、去年まではラインを引くお金が約８

千万円ぐらいしかございませんでした。それを年度途中で、国のお金も入れて引けるよう

な対策をしまして、約２倍の１億６千万円ぐらい。そういったお金で３年から４年かけて

今引けてないのを何とかもとに戻そうという計画を立てております。それについてはまた

後でご説明にあがります。非常にお金がかかるというか、非常に雪だるま式に消えている

というのが実情です。

後藤委員長 先ほどから意見が出ていますように、地方創生という形で新たに大臣までで

きて、今から本格的にやっていこうという自民党の本部、内閣はやろうとしているわけで

すから、先ほどから言われたいろんな計画ですね、命にかかわるものとか、極端に言えば、

浸水ぐらいのことから比べると、命がなくなるというのは大変な差ですよね。

ですから、そういう面でレベル差をつけて、重要なもの、どうしてもこれは緊急にやっ

ぱりやるべきだというものの、砂防にしても、護岸にしても、いろんなもので先ほど河野

委員が言われたように、精査をしていただいて、どういう状況に今県内が全部あるのかと

か、その辺を県民に一遍発表して。地方の創生は実は国は５年が勝負だと言っているわけ

ですから、５年間の中でどれだけ動いていけるか、芽を出しきるかというのが重要だろう

と思いますので、土木の世界においても、少し考え方を変えていただいて、予算ありきと

いうんじゃなくて、こういう形で予算をとらなきゃならんのだというふうな方向にやっぱ

りそれなりの資料をつくりそろえて動いていくということにならないと、今までの同じ形

になるかなというように思っていますので、発想を変えていただいて、できれば若い人に

知恵をいただいて、こういう形でやるべきじゃないかというふうなことを若者にもらって、

ロートル組になると、なかなかそこの発想の転換がきかないんで、そういう点も考慮して

いただいて、頑張っていただきたいということをひとつお願いしておきたいと思います。
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安東建設政策課長 本年の５月１５日から６月３日にかけまして、土木建築部の各地方機

関、関係公社等を調査していただきました。その際に、各市町村から提出をされました要

望事項につきまして、本年度の取り組み状況をまとめました。後ほど委員のお席のほうに

配付をさせていただきます。

以上でございます。

後藤委員長 これをもちまして、土木建築部関係の審査を全て終わります。執行部はご苦

労さまでした。

〔土木建築部退室〕

後藤委員長 次に、閉会中の所管事務調査の件について、お諮りいたします。

お手元に配付のとおり、各事項について閉会中の継続調査をいたしたいと思いますが、

これにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

後藤委員長 ご異議がないので、所定の手続をとることにいたします。

以上で、予定されている事項は終わりましたが、この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

後藤委員長 別にないようでありますので、これをもって本日の委員会を終わります。本

日はどうもご苦労さまでした。


